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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第111期
第２四半期
連結累計期間

第112期
第２四半期
連結累計期間

第111期
第２四半期
連結会計期間

第112期
第２四半期
連結会計期間

第111期

会計期間

自  平成21年
　　４月１日
至  平成21年
　　９月30日

自  平成22年
　　４月１日
至  平成22年
　　９月30日

自  平成21年
　　７月１日
至  平成21年
　　９月30日

自  平成22年
　　７月１日
至  平成22年
　　９月30日

自  平成21年
　　４月１日
至  平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) 6,238 7,712 3,203 3,890 13,362

経常利益 (百万円) 78 1,084 81 591 538

四半期(当期)純利益 (百万円) 53 745 57 409 232

純資産額 (百万円) ― ― 21,941 22,219 21,850

総資産額 (百万円) ― ― 26,565 27,800 26,937

１株当たり純資産額 (円) ― ― 799.11 809.23 795.78

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 1.96 27.17 2.08 14.91 8.48

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 82.59 79.92 81.12

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 501 1,948 ― ― 2,295

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △291 △306 ― ― △711

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △356 △192 ― ― △549

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― ― 8,608 11,086 9,745

従業員数 (名) ― ― 745 731 743

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。
２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事
業の内容に重要な変更はありません。　
また、主要な関係会社についても異動はありません。
　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。
　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名)
731
(32)

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を(　)外数で記載しておりま
す。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名)
673
(21)

(注)  従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を(　)外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社及び連結子会社の事業は、産業用工具(チップ、切削工具、その他)の製造・販売並びにこれらの付随
業務の単一事業となっております。当社グループの販売体制は、国内においては当社が、海外においては主
に欧州をHitachi Tool Engineering Europe GmbH(ドイツ)が担当しております。また、当社グループの生産
は当社(日本)のみで行っており、販売体制を基礎とした地域別セグメントごとに生産規模及び受注規模を
金額あるいは数量で示すことはしておりません。
このため生産、受注及び販売の状況については、「４　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況
の分析」においてセグメントとは別に主要製品を用途別に示しております。
　

２ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項
のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に
記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。　
なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が
判断したものであります。
　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、新興国向けの需要回復や政府の景気対策の効果等
により回復基調を維持したものの、デフレや円高の進行等により先行き不透明感の高まりも懸念されて
おります。
当工具業界におきましても、主要ユーザーである自動車・エレクトロニクス関連産業の生産の回復や
在庫調整の進展等により、工具需要は引き続き緩やかに回復しましたが、全般的には力強さに欠ける状況
となっております。
このような状況のもと、当社グループにおいては、欧州・中国の好調な需要と、国内需要の回復に牽引
され、当第２四半期連結会計期間の売上高は38億９千万円(前年同期比21.4％増)と大幅に増加しました。
このうち、国内向けの売上高は23億１千４百万円(同23.5％増)、海外売上高は15億７千５百万円(同
18.4％増)であります。利益面では、営業利益６億３千２百万円(前年同期比４億８千万円増)、経常利益５
億９千１百万円(同５億１千万円増)、四半期純利益４億９百万円(同３億５千２百万円増)となりました。
　
セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①日本

主要ユーザーの生産の回復等により工具需要も穏やかに回復し、当社の状況も生産、売上ともに堅調
であり、コスト削減活動の継続と合わせて、売上高34億９千３百万円、セグメント利益４億６千２百万
円となりました。

②ドイツ

主要ユーザーが好調であり、特にドイツ国内の状況が良く、売上高７億２千４百万円、セグメント利
益１億６千２百万円となりました。　
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主要製品を用途別に示すと、次のとおりであります。

①生産実績

　

用途別の名称 生産高(百万円) 前年同四半期比(％)

チップ 1,525 11.5

切削工具 1,936 34.2

その他 258 22.3

合計 3,720 23.1

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

②受注実績

　

用途別の名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(百万円)

前年同四半期比
(％)

チップ 1,528 17.9 304 7.4

切削工具 2,088 26.8 432 △15.1

その他 243 9.0 60 13.2

合計 3,859 21.9 796 △5.9

(注) １　金額は、販売価格によっております。
２　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

③販売実績

　

用途別の名称 販売高(百万円) 前年同四半期比(％)

チップ 1,607 12.0

切削工具 2,033 31.9

その他 248 9.3

合計 3,890 21.4

(注) １　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

㈱ＮａＩＴＯ 385 12.0 486 12.5

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(2) 財政状態の分析

資産合計は、278億円(前連結会計年度末比８億６千３百万円増)となりました。これは減価償却により
有形固定資産が減少したこと、現金及び預金、関係会社キャッシュプール金が増加したことが主な要因と
なっております。
負債合計は、55億８千万円(前連結会計年度末比４億９千３百万円増)となりました。これは未払法人税
等の増加が主な要因となっております。
純資産合計は、222億１千９百万円(前連結会計年度末比３億６千９百万円増)となりました。これは利
益剰余金が増加したことが主な要因となっております。
　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は110億８千６百
万円となり、前年同四半期連結会計期間末より24億７千８百万円増加しました。各キャッシュ・フローの
状況と要因は次のとおりであります。
(営業活動によるキャッシュ・フロー)
当第２四半期連結会計期間において、営業活動により得られた資金は、前年同四半期連結会計期間と比
べて１億３千８百万円減少して10億６千９百万円となりました。これは主に、税金等調整前四半期純利益
が増加した一方で法人税等の還付額が減少したことによるものであります。
(投資活動によるキャッシュ・フロー)
当第２四半期連結会計期間において、投資活動により使用した資金は、前年同四半期連結会計期間と比
べて７千４百万円増加して１億円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出が増加した
ことによるものであります。
(財務活動によるキャッシュ・フロー)
当第２四半期連結会計期間において、財務活動により使用した資金は、自己株式の取得による支出が増
加したことにより０百万円となりました。
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生
じた課題はありません。
　

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は249百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。
　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、第１四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、
除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。
また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま
せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 27,514,802同左
東京証券取引所
大阪証券取引所
各市場第一部

単元株式数は100株
であります。

計 27,514,802同左 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年９月30日 ― 27,514,802 ― 1,455 ― 807
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(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日立金属株式会社 東京都港区芝浦１－２－１ 14,033 51.00

ユニオンツール株式会社 東京都品川区南大井４－１５－８ 2,014 7.32

日立ツール取引先持株会 東京都港区芝浦１－２－１ 812 2.95

日本トラスティ・サービス
信託銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－１１ 798 2.90

野村信託銀行株式会社(投信口) 東京都千代田区大手町２－２－２ 576 2.09

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－１１－３ 316 1.15

ゴールドマンサックスインター
ナショナル
(常任代理人　ゴールドマン・
サックス証券株式会社)

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB, U.K
(東京都港区六本木６－１０－１)

257 0.94

CREDIT SUISSE SECURITIES(USA)
LLC-SPCL. FOR EXCL. BENE
(常任代理人　シティバンク銀行
株式会社)

ELEVEN MADISON AVE. NEW YORK NY 10010
USA
(東京都品川区東品川２－３－１４)

245 0.89

ステート　ストリート　バンク
アンド　トラスト　カンパニー
(常任代理人　香港上海銀行東京
支店カストディ業務部)

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
(東京都中央区日本橋３－１１－１)

211 0.77

株式会社トータルインフォメー
ションエージェンシイ

神奈川県横浜市金沢区釜利谷西２－３６－４ 159 0.58

計 ― 19,425 70.60

(注)　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 798千株
野村信託銀行株式会社 576 〃
日本マスタートラスト信託銀行株式会社 316 〃
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

57,500
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

27,448,500
274,485 ―

単元未満株式
普通株式

8,802
― ―

発行済株式総数 27,514,802― ―

総株主の議決権 ― 274,485 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,500株(議決権35個)含まれ
ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式33株が含まれております。　　

　

② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
日立ツール株式会社

東京都港区芝浦一丁目
２番１号

57,500 ― 57,500 0.21

計 ― 57,500 ― 57,500 0.21

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,1691,2491,0991,040 959 995

最低(円) 940 952 965 910 895 915

(注)  最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第一部)におけるものです。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19
年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。
なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結
累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当
第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間
(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して
おります。
　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１
日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま
で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日
まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財
務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

EDINET提出書類

日立ツール株式会社(E01562)

四半期報告書

11/29



１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,588 2,350

受取手形及び売掛金 1,786 1,768

商品及び製品 1,329 1,284

仕掛品 417 450

原材料及び貯蔵品 288 275

関係会社キャッシュプール金 8,498 7,394

繰延税金資産 437 359

その他 243 126

貸倒引当金 △33 △34

流動資産合計 15,554 13,975

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 2,827

※１
 2,938

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 4,578

※１
 5,215

土地 3,293 3,293

その他（純額） ※１
 294

※１
 219

有形固定資産合計 10,993 11,667

無形固定資産 91 99

投資その他の資産

投資有価証券 316 347

繰延税金資産 684 671

その他 160 177

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 1,160 1,196

固定資産合計 12,246 12,962

資産合計 27,800 26,937
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 523 503

未払費用 823 785

未払法人税等 437 79

役員賞与引当金 14 16

その他 1,965 1,953

流動負債合計 3,763 3,339

固定負債

退職給付引当金 1,728 1,644

役員退職慰労引当金 56 70

その他 32 33

固定負債合計 1,817 1,748

負債合計 5,580 5,087

純資産の部

株主資本

資本金 1,455 1,455

資本剰余金 807 807

利益剰余金 20,306 19,753

自己株式 △68 △68

株主資本合計 22,500 21,946

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 66 85

為替換算調整勘定 △348 △182

評価・換算差額等合計 △281 △96

純資産合計 22,219 21,850

負債純資産合計 27,800 26,937
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 6,238 7,712

売上原価 4,248 4,476

売上総利益 1,989 3,235

販売費及び一般管理費 ※１
 1,855

※１
 2,075

営業利益 133 1,160

営業外収益

受取利息 23 21

受取配当金 7 0

助成金収入 15 －

特許料収入 14 16

法人税等還付加算金 30 －

固定資産売却益 － 36

その他 39 44

営業外収益合計 129 120

営業外費用

売上割引 62 99

為替差損 － 46

工場移転費用 42 －

その他 80 49

営業外費用合計 184 195

経常利益 78 1,084

特別利益

固定資産売却益 － 14

特別利益合計 － 14

特別損失

特別損失合計 － －

税金等調整前四半期純利益 78 1,099

法人税、住民税及び事業税 △9 434

法人税等調整額 33 △80

法人税等合計 24 353

少数株主損益調整前四半期純利益 － 745

少数株主利益 － －

四半期純利益 53 745
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 3,203 3,890

売上原価 2,162 2,208

売上総利益 1,041 1,681

販売費及び一般管理費 ※１
 888

※１
 1,049

営業利益 152 632

営業外収益

受取利息 10 10

法人税等還付加算金 30 －

固定資産売却益 － 36

その他 13 23

営業外収益合計 54 71

営業外費用

売上割引 36 48

為替差損 － 40

工場移転費用 37 －

その他 51 22

営業外費用合計 126 111

経常利益 81 591

特別利益

固定資産売却益 － 14

特別利益合計 － 14

特別損失

特別損失合計 － －

税金等調整前四半期純利益 81 606

法人税、住民税及び事業税 21 200

法人税等調整額 2 △3

法人税等合計 24 197

少数株主損益調整前四半期純利益 － 409

少数株主利益 － －

四半期純利益 57 409
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 78 1,099

減価償却費 1,047 872

退職給付引当金の増減額（△は減少） △194 83

貸倒引当金の増減額（△は減少） 5 △0

受取利息及び受取配当金 △30 △22

固定資産除却損 12 0

固定資産売却損益（△は益） － △51

売上債権の増減額（△は増加） △636 △58

たな卸資産の増減額（△は増加） △73 △75

仕入債務の増減額（△は減少） △243 48

その他 △23 108

小計 △57 2,004

利息及び配当金の受取額 30 22

法人税等の支払額 △119 △86

法人税等の還付額 1,075 8

特別退職金の支払額 △427 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 501 1,948

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △339 △328

無形固定資産の取得による支出 △2 △9

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

その他 51 32

投資活動によるキャッシュ・フロー △291 △306

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △356 △192

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △356 △192

現金及び現金同等物に係る換算差額 14 △107

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △133 1,341

現金及び現金同等物の期首残高 8,742 9,745

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 8,608

※１
 11,086
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。
　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．会計処理基準に

関する事項の変

更

(1) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第

18号　平成20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会

計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

(2) 「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

第１四半期連結会計期間より、「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準

第９号　平成20年９月26日)を適用し、一部の事業所において、たな卸資産の評価方法を

後入先出法から総平均法に変更しております。

これにより、当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半

期純利益は、それぞれ3百万円増加しております。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

１．前第２四半期連結累計期間において、営業外収益「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却

益」については、当第２四半期連結累計期間において営業外収益総額の100分の20を超えることとなったた

め、当第２四半期連結累計期間より区分掲記することにいたしました。なお、前第２四半期連結累計期間の営

業外収益「その他」に含まれる「固定資産売却益」は3百万円であります。

２．前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました営業外収益「法人税等還付加算金」(当第２四

半期連結累計期間0百万円)は、金額的重要性が小さいため、当第２四半期連結累計期間より営業外収益「その

他」に含めております。

３．前第２四半期連結累計期間において、営業外費用「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」につ

いては、当第２四半期連結累計期間において営業外費用総額の100分の20を超えることとなったため、当第２

四半期連結累計期間より区分掲記することにいたしました。なお、前第２四半期連結累計期間の営業外費用

「その他」に含まれる「為替差損」は8百万円であります。

４．「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間において、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おりました「固定資産売却損益(△は益)」は重要性が増加したため、当第２四半期連結累計期間より区分掲記す

ることにいたしました。なお、前第２四半期連結累計期間の「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」

に含まれる「固定資産売却損益(△は益)」は△3百万円であります。
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当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結貸借対照表関係)

前第２四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました流動資産「未収還付法人税等」(当第２四半期連

結会計期間14百万円)は、金額的重要性が小さいため、当第２四半期連結会計期間より流動資産「その他」に含め

ております。

(四半期連結損益計算書関係)

１．前第２四半期連結会計期間において、営業外収益「その他」に含めて表示しておりました「固定資産売却

益」については、当第２四半期連結会計期間において営業外収益総額の100分の20を超えることとなったた

め、当第２四半期連結会計期間より区分掲記することにいたしました。なお、前第２四半期連結会計期間の営

業外収益「その他」に含まれる「固定資産売却益」は3百万円であります。

２．前第２四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました営業外収益「法人税等還付加算金」(当第２四

半期連結会計期間0百万円)は、金額的重要性が小さいため、当第２四半期連結会計期間より営業外収益「その

他」に含めております。

３．前第２四半期連結会計期間において、営業外費用「その他」に含めて表示しておりました「為替差損」につ

いては、当第２四半期連結会計期間において営業外費用総額の100分の20を超えることとなったため、当第２

四半期連結会計期間より区分掲記することにいたしました。なお、前第２四半期連結会計期間の営業外費用

「その他」に含まれる「為替差損」は16百万円であります。

４．「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．繰延税金資産及

び繰延税金負債

の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関して、前連結会計年度末以降に経営環境等や一

時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度末の検

討において使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によって

おります。また、前連結会計年度末以降に経営環境等や一時差異等の発生状況に著しい変

化が認められた場合には、前連結会計年度末の検討において使用した業績予測やタック

ス・プランニングに当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法により算定し

ております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１．税金費用の計算 当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に

見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しており

ます。

なお、法人税等調整額は、法人税、住民税及び事業税に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

22,407百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

21,642百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

主要費目 　 金額(百万円)

荷造運搬費 　 58

販売手数料 　 44

給与及び手当 　 773

福利厚生費 　 173

退職給付費用 　 65

役員賞与引当金繰入額 　 6

役員退職慰労引当金繰入額 　 4

旅費及び交通費 　 87

減価償却費 　 60

賃借料 　 190

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

主要費目 　 金額(百万円)

荷造運搬費 　 67

販売手数料 　 103

給与及び手当 　 859

福利厚生費 　 189

退職給付費用 　 64

役員賞与引当金繰入額 　 14

役員退職慰労引当金繰入額 　 4

旅費及び交通費 　 102

減価償却費 　 92

賃借料 　 151

貸倒引当金繰入額 　 2

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

主要費目 　 金額(百万円)

荷造運搬費 　 32

販売手数料 　 12

給与及び手当 　 366

福利厚生費 　 90

退職給付費用 　 27

役員賞与引当金繰入額 　 4

役員退職慰労引当金繰入額 　 2

旅費及び交通費 　 43

減価償却費 　 37

賃借料 　 90

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

主要費目 　 金額(百万円)

荷造運搬費 　 34

販売手数料 　 45

給与及び手当 　 432

福利厚生費 　 98

退職給付費用 　 32

役員賞与引当金繰入額 　 10

役員退職慰労引当金繰入額 　 2

旅費及び交通費 　 48

減価償却費 　 47

賃借料 　 72

貸倒引当金繰入額 　 0
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,228百万円

関係会社キャッシュプール金 6,380  〃

現金及び現金同等物 8,608百万円

 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,588百万円

関係会社キャッシュプール金 8,498  〃

現金及び現金同等物 11,086百万円

 
「関係会社キャッシュプール金」はキャッシュプール

システムに対する預け金であります。

「関係会社キャッシュプール金」はキャッシュプール

システムに対する預け金であります。

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日 
至  平成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 27,514,802

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 57,533

　

３  新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

該当事項はありません。
　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式 192 7 平成22年３月31日 平成22年６月24日 利益剰余金

　
(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の
効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月25日
取締役会

普通株式 192 7 平成22年９月30日 平成22年11月26日 利益剰余金

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)並びに前第２四半期連結累
計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日)

　
当社及び連結子会社の事業は、産業用工具の製造・販売並びにこれらの付随業務の単一事業であり、当
該事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
日本
(百万円)

　欧州
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

2,289 597 317 3,203 ― 3,203

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

547 6 ― 553 (553) ―

計 2,836 603 317 3,757 (553) 3,203

営業利益 28 128 20 178 (25) 152

(注) １  国又は地域の区分は、地理的な近接度によっております。
２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　　(1)欧　　　州・・・・ドイツ
　　(2)その他の地域・・・中国　
３　第１四半期連結会計期間より日立刀具(上海)有限公司については、親会社四半期連結決算日における仮決算に
よる財務諸表にて連結する方法に変更いたしました。

　　この変更に伴い、当第２四半期連結会計期間の「その他の地域」の売上高が95百万円、営業利益が18百万円それ
ぞれ増加しております。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
日本
(百万円)

欧州
(百万円)

その他の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　

  (1) 外部顧客に
      対する売上高

4,362 1,184 691 6,238 ― 6,238

  (2) セグメント間の内部
      売上高又は振替高

962 6 ― 968 (968) ―

計 5,324 1,190 691 7,206 (968) 6,238

営業利益又は営業損失(△) △150 216 29 94 39 133

(注) １  国又は地域の区分は、地理的な近接度によっております。
２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域
　　(1)欧　　　州・・・・ドイツ
　　(2)その他の地域・・・中国　
３　第１四半期連結会計期間より日立刀具(上海)有限公司については、親会社四半期連結決算日における仮決算に
よる財務諸表にて連結する方法に変更いたしました。

　　この変更に伴い、当第２四半期連結累計期間の「その他の地域」の売上高が317百万円、営業利益が25百万円そ
れぞれ増加しております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 597 702 31 1,330

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 3,203

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

18.6 21.9 1.0 41.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　各区分に属する主な国又は地域
　　(1)欧　　　州・・・・ドイツ
　　(2)ア　ジ　ア・・・・中国、韓国、タイ
　　(3)その他の地域・・・アメリカ
３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
４　第１四半期連結会計期間より日立刀具(上海)有限公司については、親会社四半期連結決算日における仮決算に
よる財務諸表にて連結する方法に変更いたしました。

　　この変更に伴い、当第２四半期連結会計期間の「アジア」の売上高が95百万円増加しております。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　

　 欧州 アジア その他の地域 計

Ⅰ  海外売上高(百万円) 1,184 1,394 62 2,641

Ⅱ  連結売上高(百万円) ― ― ― 6,238

Ⅲ  連結売上高に占める
    海外売上高の割合(％)

19.0 22.3 1.0 42.3

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。
２　各区分に属する主な国又は地域
　　(1)欧　　　州・・・・ドイツ
　　(2)ア　ジ　ア・・・・中国、韓国、タイ
　　(3)その他の地域・・・アメリカ
３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
４　第１四半期連結会計期間より日立刀具(上海)有限公司については、親会社四半期連結決算日における仮決算に
よる財務諸表にて連結する方法に変更いたしました。

　　この変更に伴い、当第２四半期連結累計期間の「アジア」の売上高が317百万円増加しております。
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【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成
21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号
 平成20年３月21日)を適用しております。
　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経
営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
当社及び連結子会社の事業は、産業用工具(チップ、切削工具、その他)の製造・販売並びにこれらの付随
業務の単一事業となっております。当社グループの販売体制は、国内においては当社が、海外においては主
に欧州をHitachi Tool Engineering Europe GmbH(ドイツ)が担当しております。現地法人はそれぞれ独立
した経営単位であり、取り扱う製品について各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しておりま
す。
したがって、当社は、販売体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」及び「ド
イツ」の２つを報告セグメントとしております。
　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)

合計
日本 ドイツ 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 5,806 1,290 7,097 614 7,712

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

1,172 35 1,207 ― 1,207

計 6,978 1,326 8,305 614 8,919

セグメント利益又は損失(△) 942 276 1,219 △12 1,206

(注)　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、中国の現地法人の事業活動を含んでお
ります。

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
その他
(注)

合計
日本 ドイツ 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 2,860 696 3,557 332 3,890

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

633 28 661 ― 661

計 3,493 724 4,218 332 4,551

セグメント利益又は損失(△) 462 162 625 △7 618

(注)　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、中国の現地法人の事業活動を含んでお
ります。
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３  報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容(差異調整に関する事項)

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,219

「その他」の区分の損失 △12

セグメント間取引消去 △107

四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益 1,099

　

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 (単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 625

「その他」の区分の損失 △7

セグメント間取引消去 △11

四半期連結損益計算書の税金等調整前四半期純利益 606

　

(金融商品関係)

金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい
変動がありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい
変動がありません。
　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。
　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。
　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 809.23円
　

　 　

　 795.78円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 22,219 21,850

普通株式に係る純資産額(百万円) 22,219 21,850

差額の主な内訳(百万円) ― ―

普通株式の発行済株式数(株) 27,514,802 27,514,802

普通株式の自己株式数(株) 57,533 57,379

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(株) 27,457,269 27,457,423

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 1.96円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 27.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
(百万円)

53 745

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 53 745

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
(百万円)

― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 27,457,523 27,457,330

　

EDINET提出書類

日立ツール株式会社(E01562)

四半期報告書

25/29



　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 2.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

１株当たり四半期純利益金額 14.91円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
２  １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　

項目
前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
(百万円)

57 409

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 57 409

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳
(百万円)

― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 27,457,508 27,457,279

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。
　

２ 【その他】

第112期(平成22年４月１日から平成23年３月31日まで)中間配当については、平成22年10月25日開催の取
締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配
当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額 192百万円

②　１株当たりの金額 7円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年11月26日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２１年１１月１３日

日立ツール株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　中　　文　　康　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　山　　清　　美　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　片　　倉　　正　　美　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

立ツール株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２１年４月

１日から平成２１年９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立ツール株式会社及び連結子会社の平成２

１年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年１１月１２日

日立ツール株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　中　　山　　清　　美　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　片　　倉　　正　　美　　㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日

立ツール株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間(平成２２年７月１日から平成２２年９月３０日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成２２年４月

１日から平成２２年９月３０日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連

結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論

を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日立ツール株式会社及び連結子会社の平成２

２年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期

間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさ

せる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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